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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、NOx・PM法に基づいて導入された車種規制の政策評価に向けて、車
種規制の経済的便益を測定し、その経済的便益の発生メカニズムを明らかにすることであった。本研究では、大
気質改善に対する支払意志額を計算することで、車種規制の経済的便益を分析した。分析の結果、車種規制の経
済的便益は約688億ドルであったことが分かった。加えて、この経済的便益は、規制対象地域への人口流入によ
りもたらされたことが分かった。本研究では、さらに、車種規制が規制対象地域の出生時体重を上昇させたこと
も明らかにした。

研究成果の概要（英文）：The objective of this research was to evaluate the effects of diesel vehicle
 registration restrictions introduced in Japan in 1992 under the Automobile NOx/PM Law (ANPL), with 
the aim of reducing ambient pollution concentrations of suspended particulate matter (SPM). I found 
that economic benefits of improvements in air quality by the intervention was about US$70 billion. I
 also found evidence that net in-migration appears to be a key mechanism via which clean air was 
capitalized into higher land values. Furthermore, I found evidence that the intervention contributed
 to an increase in birthweights in designated areas. 

研究分野：環境経済学

キーワード： 政策評価
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研究成果の学術的意義や社会的意義
これまで車種規制の大気汚染排出削減効果に関するエビデンスの蓄積が進んできたが、経済的便益や公衆衛生へ
の効果については殆ど研究が行われてこなかった。公衆衛生への効果について本研究では、公衆衛生の対象を胎
児に絞り分析を行ったが、規制の効果は、より広範囲（例：子供、成人、高齢者など）に及んだことが予想され
る。実際、外国では、自動車交通関連政策が、人々の健康改善に有効であるというエビデンスの蓄積が進んでい
る。加えて、近年、大気汚染と教育成果や知能指数の関係が注目されている。車種規制が、こうした公衆衛生以
外のアウトカムに与えた効果を分析することは、適切に規制の政策評価を行う上で重要である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
大気汚染対策は、世界の大都市が直面している重要な政策課題の一つである。都市部におけ
る大気汚染の主な発生源は自動車であるため、各国・都市は、自動車から排出される大気汚染物
質の削減を目指し、様々な政策（Low Emission Zone, Odd-Even Number Plate Rule, Road Pricing
など）を実施している。環境経済学では、近年、こうした政策の有効性を明らかにする実証研究
の蓄積が進んでいる。 
日本では、1992 年 6月に「自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域にお
ける総量の削減等に関する特別措置法（NOx・PM 法）」が施行され、車種規制が導入された。車種
規制とは、NOx・PM 法で定められた排出基準を満たさないディーゼル車について、都市部（関東、
関西、中部エリア）の対象地域で自動車登録が行えなくなるという政策である。規制の対象は、
260 万車に達した。研究代表者は、大気汚染測定局レベルの月次データを差の差推定法で分析し、
車種規制が大気中の二酸化窒素（NO2）濃度を引下げた効果を明らかにした。しかしながら、現
状では車種規制の費用・便益分析が行われておらず、政策の妥当性を議論するには至っていない。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、NOx・PM 法に基づいて導入された車種規制の政策評価に向けて、車種規制の
経済的便益を測定し、その経済的便益の発生メカニズムを明らかにすることであった。そのため、
以下の 3つの研究課題に取組んだ。 
（１）大気質改善に対する支払意思額（Willingness to pay: WTP）の推計 
（２）大気質の改善がもたらした健康上の利益 
（３）資本化のメカニズムの解明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
３．研究の方法 
(1)大気質改善に対する WTP の推計 
本研究課題では、ヘドニックモデルに基づき、車種規制による大気汚染の改善が住宅用地価に
資本化された度合いを推計し、その推計値をもとに車種規制の経済的価値を計算した。分析には、
公示地価個別地点レベルの年次パネルデータを用い、操作変数法を援用した。 
 
(2)大気質の改善がもたらした健康上の利益 
本研究課題では、車種規制による大気汚染の改善が出生時体重に与えた効果を推計し、その推
計値をもとに車種規制がもたらした健康上の便益を数値化した。分析には、市区町村レベルの月
次パネルデータを用い、差の差推定法を援用した。 
 
(3)資本化のメカニズムの解明 
本研究課題では、市区町村間の人口移動に着目をし、課題１で明らかにした資本化プロセスの
メカニズムを分析した。具体的には、車種規制による大気汚染の改善が、NOx・PM 法による指定
地域への人口流入に与えた効果を推計した。分析には、市区町村レベルの年次パネルデータを用
い、差の差推定法を援用した。 
 
４．研究成果 
(1)大気質改善に対する WTP の推計 
本研究課題の研究成果は、[Willingness to pay for clean air: Evidence from diesel 
vehicle registration restrictions in Japan]として論文に纏め、Regional Science and Urban 
Economics に掲載された。本研究では、車種規制により、規制対象地域の浮遊状粒子物質
（Suspended Particulate Matter: SPM）濃度が 17％低下したことを明らかにした。車種規制の
大気汚染削減効果は、規制導入後、徐々に大きくなっていき、9年後にその効果が最も大きくな

研究動機：車種規制の費用便益分析が行われておらず、政策評価ができない 
研究目的：車種規制の経済的便益を測定し、その発生メカニズムを明らかにする 
研究手法：パネルデータを構築し、操作変数法や差の差推定法を用いる 

（１）支払意思額の推計 
・ヘドニックモデル 
・公示地価個別地点レベル
の年次パネルデータ   
（2416地点,1995～2015） 

（２）健康上の利益 
・大気汚染と出生時体重 
・市区町村レベルの月次パネ
ルデータ   

(20政令市,1995/1～2015/12) 

（３）資本化のメカニズム 
・大気汚染と人口移動 
・市区町村レベルの年次パ
ネルデータ      
(53自治体,1995～2015) 



ったことが分かった（右の図表の Panel A を
参照）。興味深いことに、車種規制が住宅用
地価に与えた効果も似たような時間的推移
を辿っていることが分かった（右の図表の
Panel B を参照）。このことは、車種規制が
SPM 濃度を低下させ、その結果、規制対象地
域への人口流入を通じて地価の上昇が起こ
ったことを示唆している。 
次に、本研究では、操作変数法を用いて、
直接、SPM 濃度と住宅用地価の関係を分析し
た。分析の結果、住宅用地価の SPM 濃度に対
する弾性値は、-0.4～-1.0であったことが分
かった。この推定値を用いて大気質改善に対
する WTP の推計したところ、米ドル換算で約
688億ドルとなり、車種規制の経済的便益は、
予想していたより大きかったことが判明し
た。 
 
(2)大気質の改善がもたらした健康上の利益 
本研究課題の研究成果は、[Effects of 
low emission zones on air quality, new 
vehicle registrations, and birthweights: 
Evidence from Japan]として論文に纏め、独
立行政法人経済産業研究所のディカッショ
ンペーパーとして発表した。本稿では、差の
差推定を援用し、車種規制が規制対象地域の
出生時体重に与えた効果の推定を行った。分
析の結果、車種規制は、2500 グラム以下の低
出生児の確率を 0.25 パーセンテージポイン
ト（1500 グラム以下の低出生児に関しては、
0.07 パーセンテージポイント）低下させたことが分かった。この分析結果は、車種規制によっ
て、約 2400 の新生児が 2500 グラム以下の低出生児になることを避けられたことを示唆する。 
これまで車種規制の大気汚染排出削減効果に関するエビデンスの蓄積が進んできたが、公衆
衛生への効果については殆ど研究が行われてこなかった。本研究では、公衆衛生の対象を胎児に
絞り分析を行ったが、規制の効果は、より広範囲（例：子供、成人、高齢者など）に及んだこと
が予想される。実際、外国では、自動車交通関連政策が、人々の健康改善に有効であるというエ
ビデンスの蓄積が進んでいる。加えて、近年、大気汚染と教育成果や知能指数の関係が注目され
ている。車種規制が、こうした公衆衛生以外のアウトカムに与えた効果を分析することは、適切
に規制の政策評価を行う上で重要である。 
 
(3)資本化のメカニズムの解明 
 本研究課題の研究成果は、上記の論文[Willingness to pay for clean air: Evidence from 
diesel vehicle registration restrictions in Japan]の中で公表した。まず、差の差推定を援
用して、車種規制が規制対象地域への人口流入に与えた効果について分析を行った。分析の結果、
車種規制により、規制対象地域への人口流入は 4.6％増加したことが分かった。次に、操作変数
法を用いて、直接、SPM 濃度と人口流入の関係を分析した。分析の結果、人口流入の SPM 濃度に
対する弾性値は、約-0.4 であったことが分かった。この分析結果は、課題１で明らかにした資
本化のメカニズムが、人口移動であったことを示唆している。 
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